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CSR と ISO26000 の交差点を越えて 
―企業の社会的責任はどこへ行く― 
The Crossing between CSR and ISO26000：This is Social Responsibility
三輪 昭子 MIWA Shoko 
 
概 要 
 CSR について語るとき、さまざまな言葉が使われる傾向にある。最近では CSV、サステナビリティ（持続
可能性）という言葉が登場し、その定義はますますもって多様で明確でなくなっている。持続可能な発展に
目を向け、企業が CSR に取り組むに当たっては、経済、社会、環境のバランスをとる「トリプルボトムライ
ン」という考え方がある。他方、企業が社会的・環境的関心をビジネス活動の中に、またステイクホルダー
との関係の中に自発的に組み込んでいくことと考え、CSR はコアとなる活動に付与されるものではなく、ビ
ジネスの在り方そのものであると規定する考え方がある。 
従来は経済に主軸を置き、環境・社会にかかわる問題は企業の経営課題の中心にはなかった。しかし現代
では、企業は社会と密接な相互関係性をもって活動している。そこから、CSR を理解するにあたっての視点
で理解を進めていくことが可能だ。 
とはいえ、多様で明確でない CSR を理解するのにしびれを切らし、ガイドラインを必要とする場面が出て
来る。それへの対応として ISO26000 という国際規格を参考にすることが可能である。それで本稿のテーマ
を、CSR の多義性・多様性に迷い込んでいる企業が、今後の CSR の考えを自社に組み込む手段のひとつと
して、ISO26000 のガイドラインに沿って自社の CSR 活動について記述する CSR レポートが増えた等、
ISO26000 の意義について考える。また、近年では国連で SDGs が掲げられたことにより、それとの関わり
で自社の活動を言及するよう変化していることに触れ、近年の企業価値の創り方について考察する。 
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1 はじめに 
 「CSR とは何か」という問いに対し、「三方よし」
という近江商人の経営哲学のひとつがあげられるこ
とがある。簡単な表現で言えば「売り手によし、買
い手によし、世間によし」ということだが、「商売に
おいて売り手と買い手が満足するのは当然のこと、
社会に貢献できてこそよい商売といえる」というも
のだ。自らの利益のみを追求することをよしとせず、
社会の幸せを願うものとして現代の CSR につなが
るものと、多くの企業に活用されている。 
在名テレビ局から、知人の大学教員を経由して
CSR に詳しい教員を紹介してほしいとのことで、筆
者に白羽の矢が当たった。当該部署の方が CSR と
か CSV とか、いろいろな言葉が使われている現状
の中で、何が核心となる内容なのか分からなくなっ
てしまったらしいので、自社の CSR について考え
をまとめられなくなってしまった。それが、問い合
わせの背景にあった。 
 それがきっかけとなり、筆者自身がこれまで講義
等で扱ってきた資料を紐解き、自らの学習の過程を
再度歩いてみることにした。そこには講義中に学生
への問いかけとして、CSR についてのまとめを記述
させた内容を見直す作業も含まれていた。 
 筆者と、その担当者との対面の日に彼の語った経
緯の中に CSR の現状があった。テレビ局である関
係と社屋の立地から関係性のできた、研究者やコン
サルタント会社での CSR に関する話を聴けば聞く
ほど混乱し、分かった唯一のことは、話を聴いた人
の人数だけ CSR の考え方があるということだった。 
この話は、非常に象徴的である。CSRはCorporate 
Social Responsibility の略で、改めて表記するまで
もないが、日本語表記では「企業の社会的責任」と
なる。「社会的」という場合、多くの分野に関連して
おり、どこまでを対象領域とするのか、また論者の
立場によって視点や方法論は異なってくる。したが
って、それらを一本化する定義づけは、難しいので
ある。だからこそ、明確なひとつの定義は作りにく
い。 
 さて、ここで学生たちの CSR についての考えに
ついて、多少の傾向を記述することにする。学生た
ちは経営学部の 3 年生以上、たまたま筆者の担当す
る「ソーシャルマーケティング」を履修している者
を対象とする。経営学の中核だけでなく、さまざま
な側面を学んできて、どのように考えるに至ったか
を知る、格好の材料になるのではないだろうか。 
1.1 学生の考えていた CSR 
2016 年度、経営学部の 3 年生以上の学生を対象
に CSR をテーマとした講義を行った際、時間内に
学生たちに意見をまとめてもらう課題を出した。 
「CSR とは何か」という問いかけに対応させる回
答を作る困難性から、その問いかけを変形させ、
「CSR の考え方の中で、その中核をなすのは何だろ
うか」とし、76 名の学生たちに記述してもらった。  
学生たちの記述内容をざっくりグループ化すると、
４つのグループに分けることができた。それぞれの
グループを区別する用語として、「サステナビリテ
ィ」「ステイクホルダーとの協働」「価値の共有」
「ISO26000」があった。特に「サステナビリティ」
という用語には明確に「環境」と記述している者と
企業の持続可能性を意識した記述からサステナビリ
ティを意識している者がいることがわかった。これ
は、学校教育の中で ESD（持続可能な開発のための
教育）の取り組みが行われてきた影響のように思わ
れた。 
また、「ステイクホルダーとの協働」には、株主・
顧客・従業員に注力する必要のあること、地域貢献、
さらに「社会貢献活動」に注目していた。意外な多
さのあったのが「価値の共有」で、これは後の節で
述べる CSV に影響を受けていると思われるが、「価
値を創造する」ところまでいかず、CSR に関係する
部署の従業員だけでなく、全従業員の間で CSR の
考え方を共有することが必要だということである。 
この講義では、CSR の多義性・多様性を認識して
もらい、事前に行った国際規格 ISO26000 について
の講義内容を振り返り、さらに CSR レポートの一
部を読んでもらうという作業に加えての課題だった
ので、講義内容に影響を受けていたことが考えられ
る。後述するが、CSR レポートには ISO26000 の課
題に沿ってまとめられたものがあり、それに影響を
受けたのである。 
 
1.2 CSV の位置づけ 
 CSR と CSV の英文字表記は似ている。念のため
に詳述すると CSR は「企業の社会的責任」のこと
を示した Corporate Social Responsibility の略称で
あるが、CSV は日本語での表記なら「共通価値の創
造」を示した Creating Shared Value の略称で
ある。 
 CSV は、企業が、社会ニーズや問題に取り組むこ
とで社会的価値を創造し、その結果、経済的な価値
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も創造されることを意味し、2011 年、『競争戦略論』
で有名なマイケル・ポーター教授が、ハーバード・
ビジネス・レビューで提唱した。 
 ポーター教授は、企業が一時的な財務利益の最大
化を目指すあまりにその活動が社会、環境、経済の
諸問題や危機を招いている点を指摘。企業活動が地
球規模で様々に影響を持つようになりながら、問題
を「外部」としてなおざりにしてきた点を批判する。 
 実際、生態系の劣化、生物種の著しい減少、台風
や洪水など地球規模での気候変動など「環境問題」、
また、石油、希少金属などの資源の枯渇、食糧供給
の不安定化など国を超えての「産業連鎖」、さらに、
欧州金融危機での若者の失業、The99％(1)などの先
進国の貧困、途上国での貧困の再生産、雇用や尊厳
ある労働などの「社会的問題」が山積みになり、そ
れらが結びつきながら、地球規模の諸問題として、
「持続可能性での危機」は誰もがリアルに実感される
ようになってきている。 
CSV が提唱される背景には、こうした危機意識の
高まりから、事業を通じて経済的な成果と社会的イ
ノベーションを長期的にむすびつけ、「事業の正当
性」を取り戻そうという姿勢がある。その上で、持
続可能性を「企業責任」と同時に「事業機会」とし
ても取り込み、経済的な成長戦略に結び付けていこ
うとしている。 
CSR も CSV も、どちらも同じ社会に対する責任
や活動であるが、従来の CSR が、コンプライアン
ス（法令順守）や、環境マネジメント、フィランソ
ロピー（社会貢献的活動）など本業の周辺としての
活動であったのに対し、CSV は本業＝事業そのもの
での戦略的展開が目指されている。 
 
1.3 持続可能な企業と社会の関係 
人類が生存できる地球環境の持続可能性（＝人類
の生態的な持続可能性）が脅かされつつある状況に
現在はある。しかし、人類文明の持続可能性を考え
るとなると、生態的な持続可能性だけでは不十分で
ある。現在の社会システム自体が持続可能な体制に
なっていなければならない。しかしながら現在のグ
ローバル化の進展する社会は持続可能とは言えない。
ここで、社会の持続可能性を考える時のキーワード
は「人権」である。 
ヨハネスブルグサミットや MDGs 及び SDGs に
見るように、国際機関や欧米企業の持続可能性の取
り組みにおいて、「環境」と同時に「人権」（貧困問
題）の重要性が謳われている。しかし従来日本社会
においては「企業と人権」というと、同和問題や、
障がい者や女性などの差別の問題など「特殊なケー
ス」として理解されることが多く、企業活動で考え
るべき普遍的なテーマという認識は薄かった。 
他方、昨今注目されているダイバーシティという
表現の裏には多様な人々の中からある一定の層を排
除しようという思想がある。それは、ダイバーシテ
ィ・マネジメントにある考え方(2)で、「すべての従業
員の潜在能力を活かす職場環境作り」のことである。
もちろん、この「すべての従業員」は男性のみ、障
害のない人のみという。つまり、それが従来のスタ
ンダードな人材像である。 
そもそもダイバーシティの概念(3)は、もとをたど
れば 1980 年代のアメリカにおける企業経営の合理
化の流れのなかで誕生している。一般的に「多様性」
と訳されているが、正しくは「ダイバーシティ＆イ
ンクルージョン（Diversity & Inclusion）」の略で、
これは「多様性の受容」を意味している。つまり、
企業におけるダイバーシティとは、人材のさまざま
な違いを尊重して受け入れ、積極的に活かすことで、
変化しつづけるビジネス環境や多様化する顧客ニー
ズに効率的に対応することが目的だ。 
ダイバーシティを推進するメリットのひとつに、
「質の高い人材を採用できる」という一面がある。日
本の労働人口は減少しているが、いわゆる新卒一括
採用の基準に限定しなければ、優秀な人材はまだ多
く存在する。多様性を認めることで能力がある人を
採用する間口が広がるわけである。しかし、ただ単
純に色々な属性の人材を採用しただけでは、かえっ
て職場の人間関係に軋轢が生まれてしまい、チーム
ワークが悪化して生産性が下がってしまう。質の高
い人材が高い次元のチームワークを発揮してこそ、
ダイバーシティの意義がある。そこで、「ダイバーシ
ティ・マネジメント」の考え方が必要になり、経営
層やマネージャーの価値観の柔軟性がいっそう重要
になってくる。 
 現在、人権とは「人類社会のすべての構成員の、
固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利」（世界
人権宣言）であり、人が人としての社会で生活して
いく権利が保障されるという、法の支配にもとづい
た「制度」の問題であると位置づけられている。 
 
1.4 サステナビリティ 
「持続可能性」という言葉が初めて社会に広く認
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知されるようになったきっかけは、1987 年に「国
連環境と開発に関する委員会が出した報告書『Our 
Common Future』（邦訳：『地球の未来を守るため
に』）である。同報告書において、「Sustainable 
Development（以下、持続可能な発展）」が人類の
課題として取り上げられ、そこで、「持続可能な発
展とは、将来世代のニーズに応える能力を損ねるこ
となく現在世代のニーズを満たす発展」と定義され
た(4)。 
そもそも地球環境資源の有限性については、1970
年代の第一次石油危機前後に発行されたローマクラ
ブの『成長の限界』において問題提起されていた。
しかし、これらの論調は「人類にとって地球環境資
源は有限なので、無限大の経済発展はあきらめなけ
ればならない」というニュアンスが強かったため、
経済的発展を望む途上国や、経済成長論者の支持を
得ることが出来なかった。これに対して、「持続可能
な発展」は、「地球環境資源の有限性を明確に打ち出
しながらも人類の発展は可能」という両立可能性を
示したので、持続可能性は以前より広く受け入れら
れるようになった。加えて、最近特に、科学技術の
発展と企業努力で持続可能性を具体化した事例、例
えば、大幅な省エネと性能向上を同時に達成してい
る IT 家電や自動車などが身の回りに増えているこ
とも、「持続可能な発展」の支持を増やしている。 
その後、1992 年のブラジルのリオで開催された地
球サミットでは、「人類共通の目的として、現在の経
済成長至上主義を、地球の生態系に配慮した（地球
の環境容量に配慮した）発展に転換しければならな
い」ということが世界的に合意された。 
その後 10 年以上が経過し、現在は「持続可能性」 
という言葉には、地球環境の持続可能性という意味
だけでなく、人間の社会経済システムの持続可能性
も暗黙のうちに含まれるようになっている。 
特に国際機関などでは、生態系の崩壊を待つまで 
もなく、地球規模での貧富の差の拡大と、悪化する
途上国の貧困問題という人間社会のひずみが、人類
社会の存続を脅かす可能性があることが強く認識さ
れるようになってきている。それが明確に示された
のが 2000 年９月に開催された国連ミレニアムサミ
ットである。これに参加した 189 の加盟国は、21
世紀の国際社会の目標として国連ミレニアム宣言を
採択している。同宣言では、平和と安全、開発と貧
困、環境、人権とグッドガバナンス、アフリカの特
別なニーズなどを人類共通の課題とし、MDGs
（2015 年までに達成する８つの具体的な目標と 18
のターゲット）を設定した。ここでは貧困と教育、
ジェンダーの平等などいずれも途上国の基本的人権
の確立に密接に絡むテーマが優先課題として取り上
げられている。現代では、MDGs の後継として 2015
年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開
発のための 2030 アジェンダ」にて掲載された 2016
年から 2030 年までの国際目標が SDGs となった。
これは、持続可能な世界を実現するための 17 のゴ
ール・169 のターゲットから構成され、「地球上の誰
一人として取り残さない」と誓っているだけでなく、
発展途上国のみならず先進国自身が取り組むユニバ
ーサルなものに変換されている。 
さかのぼって 2002 年、ヨハネスブルグで開催さ
れた地球サミット「リオ+105」では、持続可能な発
展のためには、環境面の取り組みだけでなく南北問
題・貧困問題という経済社会的な課題の克服が不可
欠であることで合意された。 
こうした経緯から、現在、国際社会においては、
「持続可能な発展とは、地球の有限性を前提とし、南
北間格差の縮小と貧困問題の同時解消を目指した発
展」のことと理解されている。 
 
2 ISO26000 
2010 年 11 月 1 日、社会的責任に関する国際規格
ISO26000（Guidance on Social Responsibility）が
発行された。この国際規格は、持続可能な社会の構
築や発展のために、組織は、どのような社会的責任
を果たす必要があるのかを解説した手引書である。 
 近年、人・モノの移動がかつてと比較して容易に
なり、インターネットなどの通信回線の利用により、
人と人とのコミュニケーションが国内に留まらず国
外まで広がり、ますます活発になった。このような
グローバリゼーションによって人々はより多くの組
織活動に関与できるようになり、組織への監視力も
高まってきている。 
 また、組織自体もその資金・物資調達先や生産・
販売拠点などがグローバル化しており、それに伴 
い、組織の影響力もその所在地にとどまらず、様々
な国・地域へと広範囲に及ぶようになった。 
 一方で、環境問題、衛生問題などの国境を越えた
グローバルな問題が深刻化しており、このような問
題に組織は少なからず関与しており、解決のための
行動が求められている。貧困問題についても、個々
の国だけではなく世界全体の問題として捉えられる
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ようになり、問題解決のために企業や NGO 団体な
どの組織の関与が必須となってきている。 
 ISO26000 は社会的責任に関する国際的な規格で
あるが、なぜ国際的な規格が必要なのか。 
 規格序文にあるとおり、「社会的責任の目的は、持
続可能な発展に貢献すること」である。「持続可能な
発展」とは、「将来の世代の人々が自らのニーズを満
たす能力を危険にさらすことなく、現状のニーズを
満たす発展」のことである。組織がグローバル化し、
その影響力を様々な国や地域へ及ぼすようになれば、
当然、当該国や地域におけるニーズは異なり、その
ニーズを満たす手法は、その国や地域に相応しいも
のであることが期待される。しかし、異なる国・地
域における異なるニーズへの対処を検討する場合、
最低限満たすべき原則や基準もなくそれぞれにおい
て一から検討することは、組織にとって非常に負担
の大きい作業になるであろう。原則や基準が存在す
れば、組織が応えるべきニーズの検討、すなわち組
織自らの社会的責任の認識・実践の上で手助けとな
るであろう。 
 ISO26000 は、組織に対して、社会的責任を果た
す手法について指針を示すものとなる。さらに詳細
を確認する。 
 
2.1 ISO26000 とは 
ISO26000 は、国際標準として企業を含む組織の
社会的責任を規定した文書であり、CSR に携わる者
は必ず目を通しておく必要があるとされる。 
しかし、この規格をどのように活用すればよいの
か、悩んでいる企業も少なくないかもしれない。 
これが ISO9000 や 14001 のような認証規格であ
れば、認証を取得するためにはそれを順守すること
が必要となるが、参考文書（ガイダンス）では活用
の仕方が難しい。 
ISO26000 の中心は、7 つの中核主題（組織統治、
労働慣行、環境、公正な事業慣行、消費者課題、コ
ミュニティへの参画及びコミュニティの発展）と、
それぞれの主題ごとの個別の課題（合計 36 個）で
ある。これらをすべて実施する必要はないが、「組織
決定及び活動の影響は、これらの課題を視野に入れ
て考慮すべきである」と規定されている。つまり、
企業はこれらの課題を考慮しながら、その実施の必
要性を検討することが望ましいとされているのであ
る。 
これらの課題の中には、「労働における安全性」、
「汚染防止」、「気候変動への対応」、「コミュニティへ
の参画」など、日本企業にも馴染みの深い項目が多
く含まれるが、中には、これまで日本では CSR 活
動としてはほとんど取り組まれてこなかった課題も
ある。たとえば、「（人権としての）市民的及び政治
的権利」「責任ある政治的関与」「持続可能な消費」
「必要不可欠なサービスへのアクセス」「（コミュニテ
ィの発展のための）技術の開発及び技術へのアクセ
ス」「（コミュニティのための）富及び所得の創出」
などは、日本企業の CSR 報告書ではほとんど言及
されることがない。 
このような日本企業には馴染みの薄い課題を見て
いくと、日本と世界では「社会」の範囲が異なるこ
とが見えてくる。日本企業の CSR は企業の中の活
動及びその周辺に限られる傾向が強いが、
ISO26000 で規定する社会的責任は、その範囲を一
歩超えて、より良い社会を築くために企業や組織が
積極的に対応していくことが奨励されている。この
ことは、日本企業が ISO26000 から学ぶべき最も重
要なメッセージである。 
ISO26000 が考える CSR は法令順守等の狭い範
囲の責任にとどまらず、企業は、社会のニーズにこ
たえて社会に財・サービスを提供するだけでなく、
人間を育成して社会に返し、技術を社会と一緒に開
発し、さらに社会全体が健康で豊かになるように努
力すべきとされているのである。 
 
2.2 策定プロセス(5) 
 この規格づくりは、2001 年 4 月 ISO の理事会が
ISO 消費者政策委員会に企業の社会的責任（CSR）
規格の開発の可能性と要否の検討について打診した
ことに端を発する。 
当時、CSR の重要性が世界中で高まり、多種多様
な行動規範やガイドラインが次々と作られていた中
で、企業活動は国境を越えるため国際的な統一基準
が求められるようになった。サプライヤーである開
発途上国の企業の社会的責任に関する規格、原則、
基準、納入先企業の独自基準等が乱立していると各
種指針を確認するのは負担になるという理由から、
統一の規格策定が強く望まれていた。 
そこで ISO が規格検討に着手。その後、検討と議
論を重ねた結果、持続可能な社会づくりのために企
業以外の組織にも社会的責任が求められること、ま
た幅広い組織への適用がこの規格の重要度と意義が
増すであろうといった理由から、CSR 規格ではなく、
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あらゆる組織を対象とした SR の規格を開発するこ
とになったのである。 
 
2.3 概要と構成 
ISO26000 は社会的責任を「組織の決定及び活動
が社会及び環境に及ぼす影響に対して、次のような
透明かつ倫理的な行動を通じて組織が担う責任」と
して、次のような 4 点をあげている。健康及び社会
の繁栄を含む持続可能な発展への貢献、ステイクホ
ルダーの期待への配慮、関連法令の遵守及び国際行
動規範の尊重、組織全体に統合され、組織の関係の
中で実践される行動、である。 
この社会的責任の定義の中にある「活動」という
文言には、製品、サービス及びプロセスを含み、さ
らに「関係」とは組織の影響力の範囲内での活動を
指している。 
 この規格では社会的責任の「内容」の中心となる
原則と主題を掲げている。組織が尊重すべき社会的
責任の 7 つの原則は、「説明責任」「透明性」「倫理
的な行動」「ステイクホルダーの利害の尊重」「法の
支配の尊重」「国際行動規範の尊重」「人権の尊重」
である。 
 組織が取り組むべき社会的責任の中核主題は、「組
織統治」「人権」「労働慣行」「環境」「公正な事業慣
行」「消費者課題」「コミュニティへの参画及びコミ
ュニティの発展」の７つ。これらの中核主題のそれ
ぞれにおいて、男女が異なった形で影響を受ける可
能性があることが考慮されている。 
 社会的責任を「実践」するために、社会的責任を
認識することと、ステイクホルダーの特定とエンゲ
ージメント、そして社会的責任を組織運営に統合す
るための手引が示されている。 
 この規格では、「組織の何らかの決定又は活動に利
害関係を持つ個人またはグループ」であるステイク
ホルダーを特定、対話を行い、双方向のコミュニケ
ーションをとるエンゲージメントを主要な概念とし
ている。ステイクホルダー・エンゲージメントは、
組織が社会的責任を理解し、運営体制にそれを組み
入れ、実践し、見直し、改善する各局面で推奨され
ている。 
 
2.4 特徴 
ISO26000 は、あらゆる組織に向けて開発された
社会的責任に関する世界初のガイダンス文書で、持
続可能な発展への貢献を最大化することを目的にし
ている。同時に、人権と多様性の尊重という重要な
概念を包含している。 
その特徴を 3 点に整理し、ここに記述する。 
特徴 1：あらゆる組織に適用可能なこと 
この規格は、組織の大小、活動する場所が先進国
か途上国であるかを問わず、また民間、非営利、公
的機関であるかに関わらず、あらゆる組織に役立つ
ことを意図して策定されている。ISO26000 に書い
てあること全てが、あらゆる種類の組織に同等に用
いられるものではないが、いかなる組織であっても
社会的責任に関する中核主題には関連性を持ってい
るとする。 
特徴 2：認証を意図しない手引書（ガイダンス）で
あること 
ISO26000 は、マネジメントシステム規格ではな
い。認証を目的としたり、規制や契約のために使用
したりすることを意図していない。またそれらに適
切な内容にもなっていない。ISO26000 は要求事項
を含むものではないため、認証の根拠となる適合性
評価をすることはできないのである。 
特徴 3：策定に、消費者、政府、産業界、労働、NGO、
SSRO（サービス・サポート・研究・学術及びその
他）によるマルチステイクホルダープロセスが採用
されたこと 
ISO26000 の開発にあたっては、上に挙げた 6 つ
のステイクホルダーが主体的に参加し、合意に至る
まで議論を尽くすというユニークな策定プロセスが
採用された。また策定プロセスには多くの途上国が
参加し、最終的に 99 カ国の参加を得て（その 3 分
の２以上は途上国）、6 つのステイクホルダーの合意
により規格が策定されたのである。 
 
3 ISO26000 の取り組み 
公益社団法人経済同友会が 2010 年に調査したレ
ポートがある。『日本企業の CSR－進化の軌跡―自
己評価レポート』とタイトルが付けられたレポート
には、「ISO26000 を参照する意向があるかどうか」
という問いかけがあった。この調査は ISO26000 の
正式発効前のものであったが、445 社の回答企業の
うち、積極的に参照する企業は 10％、参照する企業
は 39％、未定と回答した企業は 43％であった(5)。 
 当初は ISO26000 の取り扱いについて「情報収集
中」とした企業が多そうに考えられた中で、CSR 方
針や活動目標・KPI の見直しに利用するなどのチェ
ックリストとして活用する企業が増えていくのでは
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ないかと、予想された。 
 試みにと、近年の主たる企業の CSR レポートに
目を通すと、ISO26000 の中核主題、課題別に整理
をして報告するという形式を採っている企業が散見
された(7)。CSR レポートの編集は自社の CSR 活動
の在り方を広く社会に知らせるために工夫されるべ
きものである。報告書として、自社の CSR の取り
組みをどう伝えるべきか。 
 以下は、NKSJ リスクマネジメントが作成した資
料にしたがって、先進的な企業の取り組み状況を箇
条書きでまとめたものである。 
1) CSR 方針の見直しに規格を参照 
2) CSR の取り組み課題の洗出し、目標設定に規格
を参照 
3) 自社のこれまでの取り組みの棚卸、リスク分析、
点検のツールとして利用 
4) 既存の PDCA サイクルに一体化して、各部門の
取り組みと目標設定に規格を参照 
5) CSR の取り組みの重要課題や優先度の見直し
に規格を参照 
6) CSR レポート作成の際に、規格の中核主題・課
題別に整理して報告 
7) CSR レポート作成の際に、規格の中核主題・課
題別に行動計画を整理して報告 
8) 「人権」などをテーマにした、ステイクホルダー
ダイアログを実施 
9) 経営層から現場第一線までの社員教育の教材・
テキストとして規格を利用 
10) 社内のコミュニケーションの企画・推進に規格
を活用 
11) ISO26000 を含めて経団連企業行動憲章、
OECD 多国籍企業行動指針、GRI（Global 
Reporting Initiative:G4 が改定中）、社会的責任
投資調査機関の質問状を参考に具体的な課題の
洗出しに利用 
 
3.1 欧州企業 
2011 年 10 月、欧州委員会は、EU の新しい CSR 
戦略｢欧州 CSR 戦略 2011～2014｣(8)を発表した。こ
の新戦略では、「CSR に関する国際的アプローチへ
の同調」を含む 8 つの政策が提示されている。 
この中で、「従業員 1,000 人を超える欧州のすべ
ての大企業は、ISO26000を参考に、 自社のCSR 活
動についてモニタリングすること」、「欧州のすべて
の大企業は、2014 年までに『国際グローバルコンパ
クト』、『OECD ガイドライン』『ISO26000』の内、
少なくともひとつを考慮して CSR 方針を作成する
こと」などが求められている。 
 
3.2 日本企業の取り組み状況 
 従来，日本では環境活動への関心の高さから環境
報告書を発行する企業が多く、CSR レポートも、環
境にやや偏っていた傾向があった。しかし近年は、
日本でも ISO26000 への企業の関心が年々高まりつ
つある。ISO26000 への対応を明確にするために、
CSR レポート内に、自社の CSR と ISO26000 の対
照表の掲載をする企業も多くなっている。 
 ISO26000 の普及率については、以下のような調
査が行われている。（株）東洋経済新報社は 2005 年
以降「CSR 調査」を毎年実施している。2013 年に
は全上場企業，主要未上場企業 3,606 社に調査票を
送付した。「ISO26000 の活用」に関する項目では、
916 社から回答があり、その内 213 社（23.3％）が
ISO26000 を活用している結果となった。916 社の
内、製造業 457 社では活用している企業が 130 社
（28.4％）となっている一方で，非製造業 459 社で
は活用している企業が 83 社（18.1％）となってお
り、製造業のほうが ISO26000 の活用の比率が高い
結果となった。 
 また、（株）シータス＆ゼネラルプレス（現：株式
会社 YUIDEA、2017 年 1 月より）では毎年、東証
1 部上場企業や CSR に関する評価が高い企業など
100 社余りを対象として、CSR レポートの記載内容
の傾向を把握するための調査を行っている。 
同社の報告書に依拠して、以下に概要を記述する。 
 
（１） 近年の CSR レポートの傾向 
ここでは、CSR に関わる報告書のタイトル、発行
形態について記述する。 
タイトルには「環境報告書」「社会環境報告書」
「CSR レポート」「サステナビリティレポート」「コ
ーポレートレポート」とある中で、最も多いのは
「CSR レポート」であった。その次が、上記以外で
「アニュアルレポート」や「コミュニケーションレポ
ート」、上記の 5 タイプに企業名をタイトルに含め
たものとなっていて、そのうちの 7.9％はアニュア
ルレポートや会社案内と統合したレポートであるこ
とを明記している。 
つまり、タイトルに関して一般的な名称は「CSR
レポート」であることが多く、他には「環境報告書」
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と「サステナビリティレポート」が並ぶ。 
次に、発行形態について述べる。CSR レポート
の発行形態に関して、どのような媒体を利用してい
るかを整理すると、最も利用している媒体は「フル
レポート（PDF 形式）」が 127 社（90.7％）、その
次に「HTML 形式」の 113 社（80.7％）となって
いる。 
ステイクホルダーや情報開示の質や量に応じて、 
CSR 情報をさまざまな媒体で報告する傾向が見ら
れるようになってきている。分類してみると
「E-Book 形式」を利用している企業が多く、「CSR 
レポートの他に環境報告書を発行」や、「CSR と会
社案内の統合レポートを発行」(9)、「CSR とアニュ
アルレポートの統合版を発行」、その他、トピックス
や特定のステイクホルダーに向けた冊子など「目的
に応じた冊子等を発行」となっている。 
以下、データを含めた結果である。 
（a） E-Book 形式（WEB 上の閲覧） 21 社／15.0％ 
（b）CSR レポートの他に環境報告書を発行 13 社
／9.3％ 
（c）CSR と会社案内の統合レポートを発行 8 社／
5.7％ 
（d）CSR とアニュアルレポートの統合版を発行 11 
社／7.9％ 
（e）目的に応じた冊子等を発行 8 社／5.7％ 
 
（２）ISO26000 の報告書 
2012 年の調査報告書を見ると、各企業の CSR レ
ポートにおいて、何らかの形で ISO26000 を参照し
ている企業の比率は 2010 年度の 5.0％から、2011
年度は 33.6％に，2012 年度は 64％に達している。 
 
（３）CSR 調査報告書 
ここでは、CSR 報告書の構成に関して、分類した
結果を示す。「環境・社会・ガバナンス（マネジメン
ト）」が 36 社（25.7％）と最も多く、次に「マテリ
アリティ・CSR 重点課題」が 35 社（25.0％）、続
いて「その他」が 31 社（22.1％）となった。その
他の結果に関しては、多い順に「ステイクホルダー
別」が 17 社（12.1％）、「環境・社会・経済」のト
リプルボトムラインでの構成が 8 社（5.7％）、「企
業方針・経営計画」が 7 社（5.0％）、「環境・社会」
が 4 社（2.9％）、「環境」が 2 社（1.4％）となって
いる。 
 次に内容において、人権に関する記載について注
目する。すると、「『人権』という言葉を含めた見出
しあり」が 89 社（63.6％）、「『人権』という言葉を
含めた見出しなし」が 51 社（36.4％）となった。
なお、「（a）『人権』という言葉を含めた見出しあり」
のうち、WEB のみに掲載している企業は 20 社
（14.3％）であった。 
また、企業行動憲章などで人権に関して触れる 
のではなく、人権基本方針や人権宣言など、人権 
に関して個別の方針を策定し、報告書または WEB 
にて掲載している企業について集計したところ、 
冊子では 8 社（5.7％）、WEB のみでは 5 社（3.6％） 
が掲載という結果となった。 
 最後にステイクホルダーとのコミュニケーション
に関して、「ステイクホルダー・ダイアログ」「社員
ダイアログ」「対談」の掲載状況について記述する。 
「ステイクホルダー・ダイアログ」に関して、掲載
があった企業は 54 社（38.6％）で、掲載の位置付
けとしては、特集でステイクホルダー・ダイアログ
を取り上げた企業が 18 社あり、掲載があった企業
の 3 割を占めている。 
「社員ダイアログ」に関しては掲載があった企業は
12 社（8.6％）で、「対談」に関しては、掲載があ
った企業は 12 社（8.6％）であった。 
なお、「ステイクホルダー・ダイアログ」と「社員
ダイアログ」の両方を掲載した企業は 4 社、「ステ
イクホルダー・ダイアログ」と「対談」の両方を掲
載した企業は 3 社、「社員ダイアログ」と「対談」
の両方を掲載した企業は 1 社であった。 
 加えて、第三者レビューの掲載状況について分類
したところ、大学教授や NPO・NGO 等の有識者に
よる「第三者意見・コメントのみ」を掲載している
企業が 79 社（56.4％）と最も多く、次に「掲載な
し」の 33 社（23.6％）、続いて「第三者審査・検証
のみ」を掲載している企業が 14 社（10.0％）、第三
者意見・コメントと第三者審査・検証の「両方」を
掲載している企業が 14 社（10.0％）となった。 
第三者意見・コメント、もしくは第三者審査・検
証の実施を掲載している企業は合計で 107 社
（76.4％）となり、昨年度の数値 75.6％とほぼ同様
の結果となっている。なお、「両方」のうちの 1 社、
「第三者意見・コメントのみ」のうち 3 社が WEB の
みでの掲載となっている。 
 
4 中小企業の CSR と ISO26000 
 一般的に CSR というと大企業が行うもので、中
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小企業は CSR とは無縁のように語られることがあ
る。しかし、そうではない。ISO26000 は、どんな
組織においても生じる「社会的責任」に注力する必
要があるとして策定されたと言っても過言ではない。 
中小企業の方が ISO26000 を理解し、社会的責任
に関する取り組みを行うための手引が求められると
考え、その目的に資する参考書が発行された。 
具体的取り組み内容を考える上で特に参考になる
と考えられるのは、ISO26000 の第 6 章に当たる「社
会的責任の中核主題」を中心にしたものである。 
中小企業などにおける実践事例、具体的行動を実
行するためのヒントを紹介する試みが実行されてい
る。例えば、ここでは組織統治が他の 6 つの中核課
題であることから、そのポイントを記述する。 
人の集まりである組織が社会的責任を果たすため
には、その組織の目的や役割（企業における製品や
サービスの提供、学校における教育の提供、病院に
おける医療の提供など）を達成するために、有効な
意思決定の仕組みをもっていることが重要である。
一人ひとりは、正しく判断し正しく行動しているつ
もりでも、組織としての明確で透明性のある意思決
定がなかったり、その場限りの行動であったりする
と、組織としての統治は十分とはいえない。また、
他の６つの中核主題に取り組むときにも、組織とし
ての統治が十分でなければ、その内容は乏しいもの
であったり、実践することが難しいものになる可能
性がある。つまり、組織統治は他の６つの中核主題
と同列のものではなく、組織の社会的責任を実現す
るための基盤であるといえる。 
ところで、組織が統治されている状態とは、どん
な状態を言うのであろうか。普通の会社では社長か
ら一般従業員までがピラミッド構造になっているよ
うに、すべての組織には意思決定の仕組みがある。
しかし、その仕組みの中身が重要なのである。人間
が次の行動を意思決定する場合、五感で得られた外
界の情報、自分の体の調子に関する情報を脳で処理
し、手足などに次の行動を正確に指示している。そ
して全身が統率された状態で動く。組織においても
このようなことを実現する必要がある。外部のステ
イクホルダーや内部の従業員とのコミュニケーショ
ンを図り、説明責任と透明性を伴った意思決定を確
実に実施させ、統率された行動を伴う、ということ
が求められるのである。 
以上の具体的な行動例を示すと、①監査役や監事
の選定と適正な運営、②ステイクホルダー・ダイア 
ログ、③コンサルタント・業界団体などの社外専門
家の活用などが考えられる。 
組織統治を基盤にした他の中核主題への取り組み
は、大掛かりな投資や体制整備が伴う大規模なもの
である必要はなく、利用できる経営資源の範囲で実
施できる小規模なものから始めればよいとし、柔軟
性や革新性、地域コミュニティとの密接なつながり
など、中小企業の強みを活かしながら、それぞれの
「身の丈に合った」地道な活動を継続することが重要
なのである。 
 
5 エシカル企業の向かう先～終わりに代えて 
一般社団法人日本経済団体連合会（略称：経団連、
以下、経団連）は 11 月 8 日、会員企業の行動指針
とする「企業行動憲章」を７年ぶりに改定したと発
表した(10)。記事の概要を以下に記述する。 
企業が「技術革新を通じて持続可能な経済成長と
社会的問題の解決を図る」としたのが柱で、人工知
能（AI）やロボットなどの科学技術を活用して気候
変動や食糧不足問題といった地球規模の課題の解決
を目指したものである。 
榊原定征会長は記者会見で「グローバルな諸課題
の解決に向けた企業の貢献が一層重要だ」と強調し、
企業活動を通じて国連の持続可能な開発目標
（SDGs）の達成にも貢献できるとの見方を示した。 
改定では経営トップの役割として取引先の企業を
含むサプライチェーン全体で企業行動憲章を順守す
るとした。企業経営では人権の尊重を強調。テロや
サイバー攻撃による生活や企業活動への悪影響を抑
えるように組織的な危機管理の徹底も盛り込んでい
る。 
  
5.1 第 5 回改定の企業行動憲章とは 
 ここでは、2017 年 11 月 7 日に発表された「企業 
行動憲章－持続可能な社会の実現のために」の概略 
を記述する(11)。 
 前文は、宣言書にもなるものなので、全文を記述 
し、他の 10 原則については見出しのみとする。 
前文：企業は、公正かつ自由な競争の下、社会に有
用な付加価値および雇用の創出と自律的で責任ある
行動を通じて、持続可能な社会の実現を牽引する役
割を担う。そのため企業は、国の内外において次の
10 原則に基づき、関係法令、国際ルールおよびその
精神を遵守しつつ、高い倫理観をもって社会的責任
を果たしていく。 
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原則 1：持続可能な経済成長と社会的課題の解決 
原則 2：公正な事業慣行 
原則 3：公正な情報開示、ステイクホルダーとの建 
設的対話 
原則 4：人権の尊重 
原則 5：消費者・顧客との信頼関係 
原則 6：働き方の改革、職場環境の充実 
原則 7：環境問題への取り組み 
原則 8：社会参画と発展への貢献 
原則 9：危機管理の徹底 
原則 10：経営トップの役割と本憲章の徹底 
 
5.2 Society5.0 の実現 
日本政府は、政府の総合科学技術・イノベーショ
ン会議が、2016 年度から 5 年間の科学技術政策の
基本指針となる「第 5 期科学技術基本計画」の中で、
今後の重点テーマを「Society5.0」(12)とし、世界に
先駆けた「超スマート社会」の実現を目指している
(13)。 
もっと具体的には、情報技術など複数の技術を組
み合わせ、新たな製品やサービスを生み出すための
研究のことである。世界では、ものづくり分野を中
心にネットワークや IoT を活用していく取組が打ち
出されているが、我が国ではその活用を、ものづく
りだけでなく様々な分野に広げ、経済成長や健康長
寿の形成、さらには社会変革につなげていく。それ
だけでなく、科学技術の成果のあらゆる分野や領域
への浸透を促し、ビジネス力の強化、サービスの質
の向上につなげようと考えている。その実現に向け
た一連の取組を「Society 5.0」とし、更に深化させ
つつ強力に推進していこうというのである。 
このことを受けているのだろう、これまでの経団
連が、かねてより、公正かつ自由な市場経済の下、
民主導による豊かで活力ある社会を実現するために
は、企業が高い倫理観と責任感をもって行動し、社
会から信頼と共感を得る必要があると提唱してきた。
そのため、1991 年に企業行動憲章を制定し、企業の
責任ある行動原則を定めている。 
近年、グローバリゼーションが進展し、国境を越
えた経済活動が活発に行われる反面、それに伴い生
じた様々な変化を背景として、反グローバリズム・
保護主義の動きが高まり、自由で開かれた国際経済
秩序の維持・発展が脅かされる懸念がある。 
一方、国際社会では、「ビジネスと人権に関する指
導原則」(2011 年）や「パリ協定」（2015 年）が採
択され、企業にも社会の一員として社会的課題の解
決に向けて積極的に取り組むよう促している。また、
2015 年に国連で、持続可能な社会の実現に向けた国
際統一目標である「SDGs（持続可能な開発目標）」
が採択され、その達成に向けて民間セクターの創造
性とイノベーションの発揮が求められている。 
そうした中、経団連では、IoT や AI、ロボットな
どの革新技術を最大限活用して人々の暮らしや社会
全体を最適化した未来社会、Society 5.01 の実現を
目指している。この未来社会では、経済成長と健康・
医療、農業・食料、環境・気候変動、エネルギー、
安全・防災、人やジェンダーの平等などの社会的課
題の解決とが両立し、一人ひとりが快適で活力に満
ちた生活ができる社会が実現する。こうした未来の
創造は、国連で掲げられた SDGs の理念とも軌を一
にするものである。 
以上のような世界の動向を踏まえ、経団連では、
Society 5.0の実現を通じたSDGsの達成を柱として
企業行動憲章を改定したことを発表した。 
これにより、会員企業は、持続可能な社会の実現
が企業の発展の基盤であることを認識し、広く社会
に有用で新たな付加価値および雇用の創造、ESG
（環境・社会・ガバナンス）に配慮した経営の推進に
より、社会的責任への取り組みを進める。また、自
社のみならず、グループ企業、サプライチェーンに
対しても行動変革を促すとともに、多様な組織との
協働を通じて、Society 5.0 の実現、SDGs の達成に
向けて行動し、この企業行動憲章の精神を遵守し、
自主的に実践していくよう強く促している。 
  
5.3 老舗企業の不祥事を越えて 
日本経済を支えてきたビッグネームの不祥事が
次々と報じられる中、海外メディアの多くが今、日
本企業の構造的な問題を指摘している。 
企業の不祥事例をあげれば(14)、9 月下旬、日産自
動車は国内の 6工場で無資格の従業員が新車の出荷
検査に関与していたことを明らかにし、西川広人社
長が謝罪。10月上旬には鉄鋼大手の神戸製鋼所がア
ルミ・銅製品や鉄製品の一部で検査証明書のデータ
を書き換えて出荷していたことを明らかにし、川崎
博也会長兼社長は後日行われた記者会見で「不適切
行為で多大なご迷惑をかけた」と謝罪している。企
業を動かすのが人間である以上、不祥事が起きる可
能性は常にある。ただ、特定の従業員による横領や
個人情報流出等の犯罪を横に置けば、組織ぐるみの
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不祥事が起きるのは「企業統治が適切に機能しなか
った」結果である。 
  監査役や社外取締役などによるチェックが機能せ
ず、負の遺産を穏便に処理しようとする「内輪の論
理」が横行したことが、企業統治の機能不全を招い
た一因と見られる。「内輪の論理」とはユーザー目線
の欠如とも言い換えることができるだろう。 
 第 4 章で、「組織統治は他の 6 つの中核主題と同
列のものではなく、組織の社会的責任を実現するた
めの基盤であると言える」と記述したように、この
ことは中小企業であろうとなかろうと、どのような
組織であっても必要で、実践すべきことなのだ。 
 ISO26000 で紐解けば、分かったつもり、理解し
たつもりの社会的責任についてのガイドラインが見
えてくる。社会的責任を果たす最大のメリットは、
社会からの信頼を得ることにあるが、そのほか、次
のような効果も期待できる。 
・ 法令違反など、社会の期待に反する行為によって、
事業継続が困難になることの回避 
・ 組織の評判、知名度、ブランドの向上 
・ 従業員の採用・定着、士気向上、健全な労使関係
への効果 
・ 消費者とのトラブルの防止・削減やその他ステイ
クホルダーとの関係向上 
・ 資金調達の円滑化、販路拡大、安定的な原材料調
達 
 おそらく簡単にはいかないので、機能不全になっ
てしまうのであろうが、チェック機能を生かすこと
を忘れない姿勢が大切なのだ。 
 確認のため「社会的責任」の定義を ISO26000 の
中で示されていることを書き留めて、本稿を終えた
いと思う。 
 組織の決定及び活動（製品、サービス及びプロセ
ス）が社会及び環境に及ぼす影響に対して、次のよ
うな透明かつ倫理的な行動を通して組織が行う責任
である。それら行動は、①健康及び社会の繁栄を含
む「持続可能な発展への貢献」、②ステイクホルダー
の期待への配慮、③関連法令の順守及び国際行動規
範の尊重、④「組織全体に統合され（組み込まれ）、
組織の関係の中で(影響力の範囲内で)実践される行
動、のことをいう。 
 
 
 
 
注 
（1） 2011 年 9 月 17 日、ニューヨーク市のウォール街で「ウ
ォール街を占拠せよ」を合言葉に、貧困・格差の是正を
求める運動が始まった。ウォール街を象徴する１％の富
裕層と 99％の私たち、それを「We are the 99%」と表
現したことによる名称である。 
（2） 呉 琢磨『職場混乱のタネになる「ダイバーシティ導入」 
働きがいを高める制度はどう作ればいいか？』ダイヤモ
ンドオンライン、2015 年 4 月 24 日、http://diamond. 
jp/articles/-/70606（閲覧日 2017 年 10 月 28 日）、1.3
の節では、本コラムを参考にして概要をまとめた。 
（3） 谷口真美「組織におけるダイバシティ・マネジメント」
『日本労働研究雑誌 No. 574』2008 年 http://www.jil.go. 
jp/institute/zassi/backnumber/2008/05/pdf/069-084. 
pdf を参考とした。 
（4） 深井慈子『持続可能な世界論』南山大学学術叢書、2005       
年。 
（5） NN ネット編著 『策定に関わった NPO が読み解く
ISO26000』P8-9 参照。 
（6） 福渡 潔「ISO26000 の概要と実践および利用状況」
『NKSJ－RM レポート E-12』、NKSJ リスクマネジメ
ント、2011 年、pp8。 
（7） CSR レポートの編集方針は毎年同じとは限らない。NN
ネットのメンバーから、デンソーグループの CSR レポ
ートは先進的なもので、優れているという情報を得てか
ら毎年、目を通すようにしているが、例年同じ編集方法
を採っていない。ちなみに 2016 年のものは ISO26000
の中核課題にそっていたが、2015 年のものは社員が
CSR レポートを読み合っている実績から部署ごとに社
員が CSR レポートのコメントをする形式を採っていた。
他方、武田薬品工業株式会社は、CSR レポートと財務
情報を併せた統合レポートを 2013 年から開始した。体
裁に編集した最初のものには、ISO26000 の中核主題・
課題別に整理して報告している。  
（8） 日本総研『CSR を巡る動き：CSR 戦略の更新に動き出
す欧州 』と題した ESG リサーチセンターのコラム
（2015 年 5 月１日）によれば、 「企業の社会への影響
に対する責任」とされた CSR の定義と「法令を順守し、
労働協約を尊重するのはもちろん、あらゆるステイクホ
ルダーと密接に協動しながら、社会・環境・倫理・人権
に関する問題や消費者の懸念を自らの事業活動や事業
の中核的な戦略に統合しなければならない」とする基本
的な考え方をもっている。 
（9） 例えば、武田薬品工業株式会社は、従来「CSR データ
ブック」を発行してきたが、2012 年よりアニュアルレ
ポートを統合報告書として発行してきた。2017 年より、
「サステナブルバリューレポート」を環境への負荷に配
慮し、PDF 版のみ作成。これは、非財務情報に関して、
さらなる説明責任を果たすために、アニュアルレポート
の記載内容により詳細な情報を加えて再編集したもの
である。 
（10）日本経済新聞 11 月 7 日電子版 17：23 付け発表『企業
行動憲章、７年ぶり改定 経団連』。 
（11）一般社団法人日本経済団体連合会『企業行動憲 章 実
行の手引き（第７版）』http://www.keidanren.or.jp/    
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policy/cgcb/tebiki7.pdf（閲覧日 2017 年 11 月 30 日）。 
（12）数字の意味は、具体的に狩猟社会、農耕社会、工業社
会、情報社会に続く、人類社会発展の歴史における 5
番目の新しい社会をさす。 
（13）RUPURUPU「Society（ソサエティー）5.0 って、知
っていますか。」を参考にして、まとめた。 
https://rupurupu.me/2016/01/25/%ef%bd%93%ef%b
d%8f%ef%bd%83%ef%bd%89%ef%bd%85%ef%bd%9
4%ef%bd%99%ef%bc%88%e3%82%bd%e3%82%b5%
e3%82%a8%e3%83%86%e3%82%a3%e3%83%bc%ef
%bc%895-0%e3%81%a3%e3%81%a6%e3%80%81%e
7%9f%a5%e3%81%a3%e3%81%a6/ （閲覧日 2017
年 11 月 30 日）。 
（14）植西松夫「神戸製鋼、日産自動車…なぜ、企業の不祥
事 は 起 こ る の か ？ 」 ZUU Online https://news. 
infoseek.co.jp/article/zuuonline_177632/ (閲覧日 2017
年 11 月 4 日)。 
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